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〔背後圏及び代替港の設定（欧州・地中海航路以外）〕 

本プロジェクトが実施されなかった場合には、横浜港内の他の施設では取扱能力の制約により

対象貨物を取扱うことができない。without 時の代替港の選定条件と結果を以下に示す。なお、

仙台塩釜港及び常陸那珂港は H23 年 3 月に発生した東日本大震災で被災したため、現在利用不可

能の状態にある。復旧期間を２年と想定し、H23 年及び H24 年は仙台塩釜港及び常陸那珂港を代

替港から除外した。 

なお、千葉港は同一港内と見なすため、それらの港湾が代替港となる貨物は便益対象外とする。

また、輸出入別の実入りコンテナ貨物量は MC-1・MC-2 における実入り率実績から設定する。 

 

表 各年次における代替港の選択結果（欧州・地中海航路以外） 

 

＜代替港の選定条件＞ 

 ①代替港に当該航路が就航していること 
 ②代替港に受入余力があること 

↓ 
↓ 

＜代替港の選定結果＞ 

航路 代替港
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

H23・
H24

Ｈ25
H26
以降

仙台塩釜港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

清水港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

名古屋港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪港 ○ ○ ○ ○ ○

神戸港 ○

名古屋港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪港 ○ ○ ○ ○ ○

南米航路 名古屋港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

名古屋港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪港 ○ ○ ○ ○

神戸港 ○ ○

名古屋港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪港 ○ ○ ○ ○

神戸港 ○ ○

仙台塩釜港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

名古屋港 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪港 ○ ○ ○ ○

神戸港 ○ ○

常陸那珂港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三河港 ○ ○ ○ ○ ○ ○

名古屋港 ○ ○

大阪港 ○ ○ ○ ○

その他航路 名古屋港 ○ ○ ○

中国航路

北米西岸航路

豪州航路

印パ航路

東南アジア航路

北米東岸航路
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〔背後圏及び代替港の設定（欧州・地中海航路）〕 

本プロジェクトが実施されなかった場合には、国内から一部基幹航路（欧州・地中海航路の貨

物）が抜港されてしまうものとし、without 時には荷主は海外トランシップ港を経由した非効率

な輸送を選択せざるを得ないものとする。 

海外トランシップ港は、水深-16ｍを超える岸壁（釜山新港）を有する、日本から 短の港湾で

ある釜山港とし、釜山港からフィーダー船で仙台塩釜港、常陸那珂港、千葉港、清水港、名古屋

港のいずれかに輸送されるものとした。なお、中枢国際港湾については、地域内の港湾をまとめ

て 1 つの港湾とみなすため、千葉港にフィーダー輸送される貨物の陸上輸送コスト削減便益は計

上しない。 

なお、輸出入別の実入りコンテナ貨物量は南本牧ふ頭における空コン率実績値から設定する。

（H24 以降は H23 実績値とする） 

 

表 各年次における代替港の選択結果（欧州・地中海航路） 

 

＜代替港の選定条件＞ 

 ①代替港に韓国航路が就航していること 
 ②代替港に受入余力があること 

↓ 
↓ 

＜代替港の選定結果＞ 

 

 

 

航路 代替港
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

H23・
H24

Ｈ25
H26
以降

仙台塩釜港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

常陸那珂港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

千葉港 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

清水港 ○ ○ ○ ○ ○ ○

名古屋港 ○

欧州・地中海航
路
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〔ターミナル新設による輸送コストの削減〕 

対象プロジェクトの実施により、荷主は近傍の横浜港が利用できるようになり、整備しない場

合に想定される他港利用に比べて、輸送コストが縮減される。 

計算の結果、便益は以下に示すように年間 381.3 億円となる。 

 
    With 時 Without 時 備考 

① 
便益対象貨物量（千 TEU/年） 

（実入り） 
25.2 25.2   

② 陸上輸送費用（億円/年） 149.7 512.6 （代替港） 

仙台塩釜港、茨城港常陸那

珂港区、名古屋港等 

③ 海上輸送費用（億円/年） 171.5 171.6 

④ 輸送時間費用（億円/年） 1,300.7 1,319.0 

便益合計（億円/年） 381.3   

 

 

【陸上輸送費用削減便益】

（TEU／年）

（個／年）

8 ～ 407 125 ～ 709

25,050 ～ 324,520 77,700 ～ 456,160

【海上輸送費用削減便益】

（TEU／年）

（個／年）

2,000 ～ 8,000 2,000 ～ 8,000

1,041 ～ 12,240 896 ～ 12,120

2.08 ～ 21.34 1.79 ～ 21.13

22,672 ～ 193,881 20,309 ～ 192,027

【輸送時間費用削減便益】

（TEU／年）

（個／年）

8 ～ 407 125 ～ 709

0 ～ 6 2 ～ 10

0 ～ 18,810 1,200 ～ 32,571

1,041 ～ 12,240 896 ～ 12,120

2.08 ～ 21.34 1.79 ～ 21.13

59,904 ～ 1,690,128 51,552 ～ 1,673,496

使用台数（台／年） 168,307 168,307

陸上輸送距離（km）

陸上輸送費用原単位（円／台）

陸上輸送費用（億円／年） 149.7 512.6

項目 With時 Without時

貨物取扱量
252,467 252,467

168,307 168,307

船型（TEU型）

海上輸送時間（日）

海上輸送費用原単位（円／個）

海上輸送費用（億円／年） 171.5 171.6

陸上輸送費用削減便益（億円／年） 362.9

項目 With時 Without時

貨物取扱量
252,467 252,467

168,307 168,307

海上輸送距離（シーマイル）

陸上輸送距離（km）

陸上輸送時間（時間）

陸上輸送時間費用原単位（円/個）

海上輸送距離（シーマイル）

海上輸送時間（日）

海上輸送時間費用原単位（円/時/個）

海上輸送費用削減便益（億円／年） 0.1

項目 With時 Without時

貨物取扱量
252,467 252,467

168,307 168,307

輸送時間費用（億円／年） 1,300.7 1,319.0

海上輸送費用削減便益（億円／年） 18.3
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〔海外トランシップ回避による輸送コストの削減〕 

対象プロジェクトの実施により、荷主は、近傍の横浜港が利用できるようになり、整備しない

場合に想定される海外トランシップ輸送に比べて、輸送コストが縮減される。 

計算の結果、便益は以下に示すように年間 129.0 億円となる。 

 
    With 時 Without 時 備考 

① 
便益対象貨物量（千 TEU/年） 

（実入り） 
11.3 11.3   

② 海上輸送費用（億円/年） 90.1 120.7 （代替港） 

仙台塩釜港、茨城港常陸那

珂港区、清水港 ③ 輸送時間費用（億円/年） 869.5 967.9 

便益合計（億円/年） 129.0   

 

 

【海上輸送費用削減便益】

（TEU／年）

（個／年）

6,000 ～ 8,000 1,000 ～ 12,000

18.93 ～ 19.71 19.55 ～ 20.22

96,574 ～ 166,415 126,299 ～ 199,588

【輸送時間費用削減便益】

（TEU／年）

（個／年）

～ ～

18.93 ～ 19.71 19.55 ～ 20.22

863,208 ～ 1,561,032 937,080 ～ 1,680,624

120.7

項目 With時 Without時

貨物取扱量
113,311 113,311

73,319 73,319

船型（TEU型）

海上輸送時間（日）

海上輸送費用原単位（円／個）

海上輸送費用（億円／年） 90.1

海上輸送費用削減便益（億円／年） 98.4

海上輸送距離（シーマイル）

海上輸送時間（日）

海上輸送時間費用原単位（円/個）

輸送時間費用（億円／年） 869.5 967.9

海上輸送費用削減便益（億円／年） 30.6

項目 With時 Without時

貨物取扱量
113,311 113,311

73,319 73,319
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〔残存価値〕 

本プロジェクトにおいて残存価値を計上できる施設はふ頭用地および荷役機械であり、その残

存価値は、270.4 億円となる。 

 
① ふ頭用地の面積（㎡） 350,000   

② 土地単価（円／m2） 78,900 都道府県地価調査(中 9-1) H23.7.1 

ふ頭用地の残存価値（億円） 276.2 ①×② 

荷役機械の残存価値（億円） 7.7

残存価値 合計（億円） 
283.9 税込み 

270.4 税抜き 

 
 
 


